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自動車関税はたいへんなことか？

トランプ政権の自動車や半導体への関税率引き上げが日本株に大
きな影響を与えるのではないかと恐れられています。
すべてがトランプ大統領の示唆どおりであれば日本の主要企業の
利益が大幅に減るとされます。ただし、その可能性はとても低いとみ
ています。
自動車については8年前の第1次トランプ政権でも似たような話題
がありました。メキシコで組み立てる日本車の日本製部品の比率が高
い場合、高関税をかけるので大変なことになるというものでしたが、
結果としてそれほど大きな問題になりませんでした。
今回、自動車会社が自ら生産拠点をアメリカ国内にいずれは移すと
伝える対応があり得ます。トランプ大統領は、移転には時間がかかる
かもしれないと述べていて、生産拠点の長期的な移転の約束を期待
しているのかもしれません。また、日本が半導体や自動車を含めて特
別扱いをしてもらうために、防衛装備のアメリカからの輸入や、アラ
スカでの天然ガスの開発と輸入など、日本の輸入増の約束を提示す
れば良いのかもしれません。
逆に言えば、日本には打つ手があるということです。外交交渉など
でも見られるように、トランプ大統領は、交渉相手が切り札を持って
いないのに言い訳だけしようとすると批判しますので、国も企業も交
渉には切り札を切って見せることが必要でしょう。
自動車などへの関税の詳細は4月ごろまで不明で、しばらく市場の
ブレを大きくする材料ですが、消費回復による日本株上昇期待に長
期的には影響を与えないと見ています。
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